
◎　施策の基本情報

1　施策の目指す姿の実現に向けた主な取組実績

２　成果指標

３　成果指標の達成状況

施　策　評　価　シ　ー　ト　（ 平 成 ２ ８ 年 度 実 績 評 価 ） 

生活に必要な基盤が整い、
快適に暮らしています

施策
主管課

生活環境課
施策主管
課長名

清水　正浩政策№ 2-2 政策名総
合
計
画
中
期
プ
ラ
ン

現状と課題

生活基盤の充実
政策の

目指す姿

・更新時期を迎える老朽施設が多く、更新にかかる経費の増加が見込まれることから、現在の給水原価水準の維持が懸念さ
れています。
・井戸水や沢水を生活用水としている水道未普及地域において、渇水時の水不足や降水時の水質汚濁等により、生活用水
の確保が困難になる地域があります。

関係課名施策№ 5 施策名
安全な水の安定的
供給

施策の
目指す姿

安全でおいしい水をいつでも
利用しています。

(1)安定した水の供給
○岩手中部水道企業団による水の安定供給
　・平成26年4月に統合した岩手中部水道企業団による広域的な水需要に対応した効率的な運営と安全な浄水の安定的な供給確保

(2)水道未普及地域の支援
○水道給水区域外の浄水施設等による生活用水確保支援
　・岩手中部水道企業団の給水区域外の市内の水道未普及地域に居住する市民に対し、生活用水の確保のための浄水施設等への補助を
実施

成果指標名
成果指標設定の考え方

（なぜ、この指標で成果を測
ることにしたのか）

成果指標の測定企画
（どのように実績を把握す

るのか）
単位

数値
区分

Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８
(基準年度)

Ｈ２５

給水原価（１㎥当たり
の給水にかかる費用）

１㎥当たりの給水にかか
る費用であり、水の安定
的な供給を示す指標

給水に要した総原価（経
常費用－（受託工事費+
附帯事業費+材料売却原
価）－長期前受金戻入）
／年間総有収水量

円/㎥

目標値 224.5 225.9 229.2

実績値 224.6 236.3 242.1 241.6 212.7 212.6

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

達成度 達成状況に関する背景・要因

Ａ

■成果指標「給水原価」…【達成度 a】
　H25の実績は、統合前の花巻市水道事業における数値である。
　H26統合時に岩手中部水道広域化事業計画を策定し給水原価を定めている。
　Ｈ28において給水原価が目標値を下回っているが、経常経費における減価償却費と資産減耗費の増加状況に変わりはな
いものの、H27から会計基準の見直しによる「給水に要した総原価」の算出方法が変更したことが要因である。

　参考　給水原価の計算式
　　平成26年度まで　｛経常費用－（受託工事費＋附帯事業費＋材料売却原価）｝／有収水量
　　平成27年度から　｛経常費用－（受託工事費＋附帯事業費＋材料売却原価）－長期前受金戻入｝／有収水量



４　施策を構成する事務事業一覧

５　施策を構成する事務事業の検証

Ｃ

（課題）
・補助金制度を利用する場合でも自己負担が１割生じるほか、対象経費外については全額自己負担、設置以降の施設のメンテナンスなど維
持費がかかることとなり、各家庭の事情や生活条件などの要因により浄水施設等の設置が伸び悩んでいるが、水道未普及地域の住民に対す
る安全な水の安定的な供給のために必用な事業であることから、引き続き制度の周知に努める必要がある。

（今後の方向性）
・説明会の開催や個別訪問により、引き続き制度のPRに努めるとともに、アンケート調査を実施し、補助金制度の利用の意向状況を把握する
ことにより効率的な利用促進を図る。

６　施策の総合的な評価

（①市民ニーズや市の関与の必要性が低下した事業、②投入コストのわりに成果が低い事業、③施策への貢献度の低い事業はないか）
　なし

（施策の目標を達成するため、さらに成果の向上を図る事業はないか）
・制度創設以降、利用者が減少しているとともに、創設前の平成20年度調査によるアンケートから９年が経過し地域の状況変化はどうか、地域
の方の意向を再調査する。

（新たに取り組むべき事業はないか）
　なし

番
号

1

担当課事務事業名

事業内容（実績）

未普及地域における浄水施設等の対象施設の工事費の9割(上限270万円)を補助
(補助　1基)

水道未普及地域対策事業 生活環境課

施策への貢献度

直結度 成果

Ａ


